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外商投資法が２０２０年１
月１日より施行

『中華人民共和国外商投資法』が第１３
期全国人民代表大会第２回会議にて２０１
９年３月１５日に可決され、２０２０年１

技術移転の強要を禁止する。

地方各級人民政府及びその関連部門は外

国投資家、外商投資企業に対し、法に基づ

き決定した政策に係る約束事項及び法に基

づき結んだ各種契約を厳格に履行しなけれ月１日より施行される。外商投資法が施行
されると、現行の外資三法（即ち『中外合
弁経営企業法』（『合弁経営企業法』）、
『中外合作経営企業法』（『合作経営企業
法』）、『外資企業法』）に代わり、中国
の基本法となる。

外商投資法では、国が外商投資に対し、
案件ご 審査 管 廃

づき結んだ各種契約を厳格に履行しなけれ

ばならない。

情報発信源：人民網

違法コストを大幅引き上げ、
偽物の生産・販売に携わっ
た者を倒産するまで案件ごとに逐一審査の管理モードを廃止

し、参入前内国民待遇及びネガティブリ
ストによる管理制度を実行すると明確に
している。

国は外国投資家の投資に対する徴収を
実行しない。特殊な状況において、国は
公共の利益のために必要である場合、法
律の規定に基づき 外国投資家の投資に

た者を倒産するまで

中国国家市場監督管理総局の張茅局長
は、３月１１日に開かれた第１３期全国
人民代表大会第２回会議の記者会見で、
違法コストを大幅に引き上げ、偽物の生
産・販売に携わった者を倒産するまで厳
罰に処し、偽物の製造者を公然と摘発し、

律の規定に基づき、外国投資家の投資に
対し、徴収もしくは徴用を実行すること
ができる。徴収、徴用は法が定めるプロ
セスに基づき行い、且つ遅滞なく公平で
合理的な補償を与えなければならない。

外国投資家の中国国内における出資、
利益、資本収益、資産処分所得、知識産
権の使用料 法に基づく補償もしくは賠

罰に処し、偽物の製造者を公然と摘発し、
偽物の生産・販売に携わった者が隠れよ
うがないようにし、同時に、企業の自律
化を強めなければならず、社会の信用シ
ステムを作り出すという見方を示した。
「『世間に偽物が横行しない』という目
標は大変な努力を要する目標である」に
ついて語る時、張茅氏は、偽物・粗悪製
品が民衆の利益を大いに侵害し、市場の
秩序を乱し 重点的に整頓しなければな権の使用料、法に基づく補償もしくは賠

償等は、人民元・外貨にて自由な入金・
対外送金が可能である。

国は外国投資家及び外商投資企業の知
識産権を保護し、知識産権の権利者及び
関係権利者の合法的権益を保護し、自由
意志の原則及び商業規則に基づく技術協
力の展開を奨励する

秩序を乱し、重点的に整頓しなければな
らないという見方を示した。また、張茅
氏は、「過去には、『偽物であるが粗悪
ではない』という概念があった」に言及
し、この見解を修正しなければならない
と指摘した。偽物は知識産権を侵害する
ものであり、厳しく取り締まるべきであ
ると語った。

力の展開を奨励する。

外商投資の過程における技術協力の条
件は投資各方が協議によって確定し、行
政機関及びその職員による行政手段での

情報発信源：新華社
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中国専利法の第４次改正が
今年中に完了予定、権利侵
害の違法コストを大幅引き
上げ

家

価値専利の審査周期を半分以上縮め、現在

国際的な最高レベルに到達すべきであると

指摘した。国家知識産権局が一連の措置を

講じて、驚くべき結果を達成し、昨年末、

商標の審査周期が過去の８ヶ月から６ヶ月

以内に縮められ、高価値専利の審査周期が
２０１９年３月１１日に、中国国家

知識産権局の申長雨局長は、第１３期全
国人民代表大会第２回会議の新聞セン
ターで開かれた記者会見で、関連問題に
ついて内外記者の質問に答えた時、次の
ように述べた。中国専利法が施行以来、
３回の改正を経て、現在４回目の改正を
行っており、今年中に完了する予定であ
る。その中で、重要なのは、知識産権の

以内に縮められ、高価値専利の審査周期が

１０％縮められ、同時に、審査品質も着実

に向上しており、審査の社会的満足度が継

続的に向上していると述べた。

今年の事業課題について、申長雨氏は、

商標審査周期に対して過去６ヶ月に縮めたる。その中で、重要なのは、知識産権の
保護を強化し、権利侵害に対する懲罰的
賠償制度を健全なものにし、権利侵害の
違法コストを大幅に引き上げることであ
る。

申長雨氏は、中国専利法の新ラウンド
の改正において、知識産権の保護を強化
し、権利侵害に対する懲罰的賠償制度を

基で、さらに年末までに５ヶ月以内までに

縮め、高価値専利の審査周期に対して昨年

１０％縮めた基で、社会のニーズをより満

たすために、さらに１５％以上縮めるよう

にするための取り組みを強化すべきである

と表した。
、権利侵害 対す 罰的賠償制

健全なものにし、権利侵害の違法コスト
を大幅に引き上げ、権利を故意に侵害す
る者に対して最大５倍の懲罰的賠償金を
科し、権利侵害者に大きな代償を負わせ
ることが重要であると指摘した。

申長雨氏は、今回の専利法の改正は科
学技術の成果の転換、発明・創作の促進

情報発信源：新華社

２０１８年度の知識産権に
関する統計データ

国家知識産権局が２０１８年度の知識産
にとって意義が大きいと述べた。発明者
を励まし、革新成果の保護に有利であり、
革新成果の転換・適用をよりよく促進す
るためであると指摘した。

また、申長雨氏は、中国では知識産権
の審査品質及び審査効率を向上させるた
めに明確な作業計画を策定し、昨年から

年以内に 現在 経済協力開発機構

権に関する統計データを公表し、その中で、

２０１８年に、中国の発明専利出願件数は

１５４．２万件であり、前年同期比で１１．

６％増加し、権利化された件数が４３．２

万件であり、前年同期比で２．９％増加し

た。実用新案専利出願件数は２０７．２万

件であり 前年同期比で ％増加し５年以内に、現在の経済協力開発機構
（ＯＥＣＤ）諸国の最高レベルに到達す
るために、商標審査周期を過去の８ヶ月
から４ヶ月以内に縮め、発明専利の審査
周期を平均３分の１縮め、その中で、高

件であり、前年同期比で２２．８％増加し、

権利化された件数が１４７．９万件であり、

前年同期比で５２．０％増加した。意匠
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専利出願件数は７０．９万件であり、前
年同期比で１２．７％増加し、権利化さ
れた件数が５３．６万件であり、前年同
期比で２１．１％増加した。２０１８年
に、ＰＣＴ国際専利出願受理件数は５．
５万件であり、前年同期比で９．０％増
加し、そのうちの５．２万件が国内出願
者によるものであり 前年同期比で９

における国外出願者による件数は１４．８

万件であり、前年より９．１％増加し、中

国の商標出願件数における国外出願者によ

る件数は２４．４万件であり、前年より１

６．５％増加した。

情報発信源：知識産権統計簡報２０１９年１期者によるものであり、前年同期比で９．
３％増加した。２０１８年に、専利復審
委員会が受理した再審請求件数は３．８
万件であり、前年同期比で１１．０％増
加し、審査終結件数が２．８万件であり、
前年同期比で５５．５％増加した。無効
審判請求受理件数は０．５万件であり、
前年同期比で１４．７％増加し、審査終
結件数が０．４万件であり、前年同期比

％増加

情報発信源：知識産権統計簡報２０１９年１期

知識産権法廷の案件受理範
囲

２０１９年１月１日より施行を開始し

た最高人民法院による『知識産権法廷にで０．０２％増加した。

２０１８年に、中国の商標登録出願件
数は７３７．１万件であり、前年同期比
で２８．２％増加し、登録された商標の
件数は５００．７万件であり、前年同期
比で７９．３％増加した。マドリッド商
標国際登録出願受理件数は６，９０３件
であり 前年同期比で３ ９％増加した

た最高人民法院による『知識産権法廷に

係る若干の問題についての規定』は、最

高人民法院の知識産権法廷の案件受理範

囲を規定した。

知識産権法廷は主に、全国範囲内の専

利等の技術的専門性が比較的高い知識産であり、前年同期比で３．９％増加した。

商標評審委員会による各種の商標評審案
件受理件数は３２．２万件であり、前年
同期比で５３．０％増加し、審理終結件
数が２６．５万件であり、前年同期比で
５２．６％増加した。

２０１８年に、地理的表示保護製品出
願の受理は１２件あり（２の国外出願を

利等の技術的専門性が比較的高い知識産

権に関わる民事、行政第二審案件を審理

すると同時に、関連する第一審案件及び

審判監督手続案件を受理する。具体的な

案件受理範囲は以下のとおりである。

第一に 意匠専利に係る第一審民事案願の受理は１２件あり（２の国外出願を
含む）、６７の地理的表示保護製品が認
定され、９６１の地理的表示商標が登録
され、２２３の企業に地理的表示製品の
専用標章の使用を認可した。

２０１８年に、集積回路配置設計の登
記出願件数は４，４３１件であり、前年
同期比で３７ ３％増加し 登録件数は

第 に、意匠専利に係る第 審民事案

件の判決、裁定を不服とし、上訴する案

件は、知識産権法廷により受理するわけ

ではない。関連する一審裁判は、知識産

権法院、中級人民法院により決定され、

依然としてその所在地の高級人民法院に

上訴すべきである。主な考慮事項は次の
同期比で３７．３％増加し、登録件数は
３，８１５件であり、前年同期比で４２．
９％増加した。

２０１８年に、中国の発明専利出願件数

とおりである。意匠は技術案ではなく、

意匠専利は発明専利、実用新案専利に比

べて、技術性が低く、関連する権利侵害
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判定の思想及び標準も大きく異なり、依

然として高級人民法院により主に意匠専

利民事二審案件を審理し、これは審判

チームの安定性及び審判作業の存続性を

要がない。

第四に、高級人民法院は依然として級別

管轄に関連する法律や規制に基づき請求額

が大きいか又は本管轄区域において影響が

著しく大きな発明 実用新案専利等の第
維持することに有利である。

第二に、意匠専利に係る第一審行政案

件の判決、裁定を不服とし、上訴する案

件は、知識産権法廷により審理する。主

な考慮事項は次のとおりである。意匠専

利行政二審案件は 権利付与及び権利確

著しく大きな発明、実用新案専利等の第一

審民事案件、及び管轄区において重大で、

複雑な第一審専利等の行政案件を審理する

権利がある。

第五に、基層人民法院は専利、技術秘密、

コンピュータソフトウェア 独占禁止に係利行政二審案件は、権利付与及び権利確

定行政案件及び行政処罰等の行政案件を

含む。その中で、権利付与及び権利確定

行政案件は民事権利侵害案件審理の前提

及び基礎となり、知識産権法廷により審

理し、このような案件の知識産権審判全

体における中心的な性質及び役割に適合

コンピュ タソフトウェア、独占禁止に係

る第一審民事、行政案件を受理しない。関

連する司法解釈規定によれば、かつて基層

人民法院は許可を得た上で、専利、技術秘

密、コンピュータソフトウェア、独占禁止

に係る第一審民事、行政案件を受理でき、

植物新品種、集積回路配置設計の第一審民

し、行政処罰等の行政案件を知識産権法

廷により審理することは、知識産権司法

保護の主導的な役割をさらに発揮するこ

とに役立ち、法律に基づいた行政機能を

推進することに繋がる。

第三に、知識産権法廷は刑事案件を受

事、行政案件を受理することができなかっ

た。そのため、『規定』第１４条には、専

利、技術秘密、コンピュータソフトウェア、

独占禁止に係る第一審民事、行政案件の受

理が承認された基層人民法院は関連案件を

これ以上受理せず、その代わりに関連案件

を知識産権法院又は専利案件管轄権がある
第 に、知識産権法廷は刑事案件を受

理しない。主な考慮事項は次のとおりで

ある。知識産権に関わる第一審刑事案件

はいずれも基層人民法院により受理し、

関わる第二審案件は中級人民法院により

審理し、関わる再審の申請及び再審案件

は高級人民法院により審理する。統計に

を知識産権法院又は専利案件管轄権がある

中級人民法院により審理すると規定してい

る。

知識産権法廷は、２０１９年１月１日よ

り開設され、『規定』も同日より施行され

た。知識産権法廷の運営に伴って、関連規

定はさらに強化及び改善されるであろう。
よると、各高級人民法院が毎年審理した

専利等の再審申請及び再審刑事案件は合

計１０件未満であるため、このような案

件を知識産権法廷に集約して審理する必

定はさらに強化及び改善されるであろう。

情報発信源：『人民司法』２０１９年７期
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改正後の『専利代理条例』
が３月１日より正式施行

中国の『専利代理条例』（以下、

『条例』という）が発布され、施行され

てから、２８年が経過し、３月１日より、

２０１８年、知識産権侵害で全国の検察

機関が逮捕を承認した犯罪者が５０００人

余りで、公訴を提起された容疑者が８００

０人余りで、１０件の重大商標権侵害案件

に対して処理を特別に監督し、中央関連部

門と連携して２２件の案件に対して処理を
改正後の『条例』が正式に施行された。

今回の改正は、専利代理機構の審査承認

を簡素化し、専利代理機構が情報を公開

する内容を増やすことで、専利代理機構

及び専利代理師の行為を規範化し、監督

管理及び業界自律を強化し、専利代理業

界の健全な発展を促進するために保障を

門と連携して２２件の案件に対して処理を

特別に共同監督した。

また、２０１８年以来、全国の検察機関

は各職能を確実に履行し、知識産権侵害犯

罪の取り締まり、行政法律執行機関の犯罪

疑惑案件移送に対する監督の強化、及び公
界の健全な発展を促進するために保障を

提供する。

２０１８年末までに、中国で４２５８

１人が既に専利代理師資格を取得し、実

務に携わっている専利代理人の数は１８

６６８人に達し、専利代理機構の数は２

安機関の刑事立案に対する監督の強化等の

面で積極的な成果を上げた。

紹介によると、検察機関は法律に基づい

て立案監督を展開し、行政法律執行機関が

知識産権侵害の犯罪疑惑案件を移送するよ

１９５社に達した。外国関連サービス、

専利早期警戒、分析、許諾、担保融資、

専利訴訟、調停等のサービスを提供でき

る代理機構の数が増えており、『専利協

力条約』（ＰＣＴ）申請業務を展開する

機構の数は１０００社を超えている。

う監督した案件が３００件余りで、公安機

関が知識産権侵害の犯罪案件を立案するよ

う監督した案件が約２００件であり、立案

すべきであるが立案しない問題、移送すべ

きであるが移送しない問題、罰で刑を代替

する等の問題を効果的に解決した。

情報発信源：中国知識産権報

２０１８年、知識産権侵害
の疑いで全国の検察機関よ
り逮捕された容疑者が５０

今年の業務の展開について、関係責任者

は、２０１９年、市場秩序の整頓及び規範

化に積極的に参与し、知識産権の刑事司法

保護を強化し、「一帯一路」の建設及び地

域の協調的発展を積極的に推進し、合法化

された発展環境を構築すると述べたり逮捕された容疑者が５０
００人余り

最高人民検察院検察委員会によると、

された発展環境を構築すると述べた。

情報発信源：新華通信社
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最高人民法院知識産権法廷
で木槌が初めて叩かれ

最高人民法院知識産権法廷が２０１９

年１月１日より運営を始めて以来、３月

２７日に最初の公聴会が開かれ、運営以

来木槌が初めて叩かれ、且つ中国中央テ

レビで生放送されている。

３月２７日９：００から最高人民法院

知識産権法廷第一法廷で上訴人であるア

モイ盧卡斯自動車部品有限公司、アモイ

富可自動車部品有限公司 及び被上訴人富可自動車部品有限公司、及び被上訴人

である瓦莱奥清洗システム公司、原審被

告である陳少強氏が、自動車ワイパーの

連結器に関する発明専利権侵害紛争案件

について公判を開いた。

審判長は最高人民法院の院長、知識産

権法廷 廷長 二級大法官 羅東川氏で権法廷の廷長、二級大法官の羅東川氏で

ある。

知識産権法廷は、最高人民法院が派遣

する常設の審判機関であり、北京市に設

置され、主に全国範囲内の専利等の技術

的専門性が比較的高い知識産権に関わる

民事、行政上訴案件を審理し、知識産権

案件の裁判標準をさらに統一し、法律に

基づいて各市場主体の合法的権益を平等

に保護し、知識産権の司法保護を強化し、

科学技術革新の法治環境を改善し、革新

主導型の発展戦略の実施を加速する目的

のものである 当社は従業員を動員しラのものである。当社は従業員を動員しラ

イブ中継を視聴した。
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2019専利法改正草案の要点
まとめ及び解説

編集者：趙岩 泛華偉業 特許弁理士

2018年 12月 5日、国務院常務会議で第４

次専利法改正案（草案）が可決され、第１

幅に高めることは、中国で知識産権の保護

をさらに強化するという傾向に対応する。

その中で、最高５倍もする懲罰的損害賠償

は国際的主流になる３倍慣行賠償を突破し、

中国で知識産権の保護を強化するという決

意を十分に示す。

３期全国人民代表大会常務委員会での審議

を経て、2019年1月4日に全国人民代表大会

ウェブサイトで公表され、一般から意見を

募集した。草案には、実質的な修正を加え

た条文が合計 33個で、「特許の実施と適

用」に関する新たな章が追加され、18個の

旧条が修正され 14個の条文が追加され

二、損害賠償請求をする権利者の立証困難

を軽減すること：挙証責任をさらに完全な

ものとし、賠償金額を確定しにくいという

問題を解決する

権利者の合法的な権益に対する保護を強旧条が修正され、14個の条文が追加され、

１個の旧条が削除され、また４個の旧条に

対して適応的文字修正又は調整が行われた。

以下、この専利法改正の主な内容について

簡単に解説する。

権利者の合法的な権益に対する保護を強

化するため、草案第72条には、人民法院は

賠償金額を確定するために、権利者がすで

に全力を尽くして挙証しており、権利侵害

行為に関連する帳簿や資料が主に権利侵害

者に保有されている状況下で、権利侵害行

為に関連する帳簿や資料を提供するように

一、専利権侵害の賠償金額を高めること：

故意的専利権侵害に対し、5倍の懲罰的損

害賠償を導入し、裁判所によって裁量され

る賠償額を引き上げる

草案第72条によると、故意に専利権を侵

害する行為について、情状が深刻である場

権利侵害者に命じることができ、権利侵害

者が提供しない場合や、又は虚偽の帳簿や

資料を提供した場合、人民法院は権利者の

主張及び提供した証拠を参考にして賠償金

額を判定することができるという規定を追

加した。

合、権利者の受けた損失、権利侵害者の得

た利益又は専利許諾使用料の倍数で算出し

た金額の1～5倍で賠償金額を確定すること

ができると規定した上、賠償金額の計算が

困難である場合、法院が情状により裁量す

る賠償金額を、現行の専利法に規定した１

万～100万元から 10万～ 500万元に引き上

専利権は、無体財産権として、権利侵害

証拠の収集が非常に困難で、隠蔽しやすく、

関連する権利侵害証拠が権利侵害者の手に

渡ることが多い。草案第72条には、政府機

関が事中・事後監督管理の役割を果たすべ

きであり、権利者の要求に従って、公平性、万～100万元から 10万～ 500万元に引き上

げることとした。

草案において専利権侵害の賠償金額を大

き 、権利者 要求 従 、公平性、

中立性、客観性及び全面性の原則を確実に

するために積極的に証拠を集めるべきであ

ると規定している。
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三、専利行政の法律執行規則を調整するこ

と：既存の行政法律執行手続を微調整する

草案第70条には、国務院専利行政部門は

専利権者又は利害関係者の請求に応じて、

全国で重大な影響がある専利権侵害紛争を

草案第７１条には、専利権者又は利害関

係者は、人民法院により発効の判決書、裁

定書、調停調書、又は専利事業管理部門が

下した権利侵害差止決定に基づき、権利侵

害製品のリンクの削除、遮蔽、遮断等必要

な措置を講じるようネットワークサービス
全国で重大な影響がある専利権侵害紛争を

処理することができ、専利事業管理部門は、

専利権者又は利害関係者の請求に応じて専

利権侵害紛争を処理するにあたって、本行

政区域内においてその同一専利権を侵害し

た事件を合併して処理することができ、区

域を跨ってその同一専利権を侵害した事件

プロバイダーに通知することができ、ネッ

トワークサービスプロバイダーは遅滞なく

必要な措置を講じなった場合、連帯責任を

負うという規定を追加した。

中国における電子商取引の発展に伴い、

近年 電子商取引に対する権利侵害行為が域を跨 てそ 同 専利権を侵害した事件

について、上級人民政府の専利事業管理部

門に処理を請求することができるという規

定を追加した。

この規定は、国務院専利行政部門に専利

権侵害紛争を処理する管轄権を与え、これ

も行政法の効率的且つ便利な原則と一致し

近年、電子商取引に対する権利侵害行為が

ますます増えている。『権利侵害責任法』

第３６条には、知識産権侵害に対する責任

を 含む、ネ ットワー クサービ スプロバ イ

ダーの法的責任に関する規定があるが、専

利権侵害に関して具体的且つ詳細なもので

はない。この点に関して、草案は明確な法行 効率 便利 原則

ており、多方式、多分野にわたる協調操作

により、過去には司法ルートを通じてしか

専利権侵害紛争を解決できないという状況

を修正し、行政機関の管理上のギャップを

埋め、行政機関の管理効率を高め、当事者

のために紛争をよりよく、より便利に解決

的 条 項 を 追 加 し 、 電 子 商 取 引 プ ラ ッ ト

フォーム、権利者及び電子商取引プラット

フォーム上の運営者の権利、義務関係を明

確にし、電子商取引の発展をより迅速且つ

健全に促進し、ネットワーク上の権利侵害

行為を効果的に抑制することであろう。

し、知識産権の調和のとれた発展を促進す

る。

四、ネットワークサービスプロバイダーの

権利侵害に対する連帯責任を明確化するこ

と：ネットワークサービスプロバイダーが

五、専利開放許諾制度を新設すること：専

利権者が書面にて開放許諾を声明し、被許

諾者が書面通知及び使用料の支払いによっ

て許諾を受ける

草案第50～52条には、専利権者が書面に

連帯責任を負うことを可能にするために、

に、権利者の権利侵害通知は有効な司法文

書又は行政文書に基づく必要がある

草案第 条 、専利権者 書面

て国務院専利行政部門に如何なる組織又は

個人にもその専利の実施を許諾する意思が

あると声明し、許諾使用料の支払方式、基
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準を明確にした場合、国務院専利行政部門

はそれを公告し、開放許諾とし、専利権者

が開放許諾声明を撤去することもできるが、

その前に与えられた開放許諾の効力に影響

せず、如何なる組織又は個人が書面にて専

利権者に通知し、且つ公告された許諾使用

や 専利権を 法により 処置し、 株式、オ プ

シ ョン、配 当等の方 式によっ て、所有 権

シェアによる激励を実施し、発明者又は考

案者に革新の収益を合理的に共有させ、関

連発明創造の実施と運用を促進するという

規定を追加した。

料の支払方式、基準に従って許諾使用料を

支払った場合、開放許諾を受けたとされ、

開放許諾期間中において、専利権者は当該

専利について独占又は排他的許諾を与えて

はならないという規定を追加した。

草案は、今回の専利法改正の最大のハイ

この規定は、組織の職務発明に対する処

置権を明確化し、中国では革新主体の立場

を非常に重要視し保護することを示す。ま

た、発明者及び設計者の熱意及び合法的な

権益を保護し、発明創造者の熱意をさらに

動員し 発明専利の実施と運用を促進する
ライトの１つとして「開放許諾」制度を導

入することを提案している。すなわち、意

思自治、専利権者の参加、及び行政機関の

第三者関与を通じて、専利権の使用及び保

護を強化することができる。「開放許諾」

制度の広範な普及は、知識産権の収益化及

び知識産権の市場価値を促進する上で大き

動員し、発明専利の実施と運用を促進する

ために、法的保障制度を制定することで、

中国の発明専利の自主革新能力を効果的に

増強することであろう。

七、一部の専利権の保護期間を延長するこ

と：意匠専利権の保護期間を15年に延長し、
び知識産権の市場価値を促進する上で大き

な助けとなるであろう。

六、職務発明の発明者と専利権者との間の

権利境界を明確化すること：専利権者は権

利に対する処置権を享有し、専利権者と発

革新的医薬品発明専利の追加保護期間を最

大5年間付与する

中国が意匠保護に関する『ハーグ協定』

に加入する需要に適応するために、草案第

４３条において、意匠専利権の保護期間を

現行の専利法に規定した10年から15年に延明者とが革新の収益を合理的に共有するこ

とを奨励する

専利技術の転換率が低く、専利許諾の需給

情報が非対称である等の問題を解決するた

めに、草案においては組織の職務発明創造

現行の専利法に規定した10年から15年に延

長した。草案第31条において、専利出願者

が（優先権主張用）初めての専利出願書類

の副本を提出する期限を緩和した。草案第

３０条において、意匠専利出願の国内優先

権制度を新設した。出願者は国内で初めて

意匠専利を出願した日から6ヶ月以内に、

に対する処置権を明確化した。草案第6条

には、組織は、職務発明創造の専利出願権

意匠専利 出願 日 ヶ月以内 、

また同一主題について国内で専利を出願す

る場合、優先権を享受することができると

規定した。
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また、草案第42条には、革新的医薬品の

発売審査承認期間を補償するために、中国

国内外で同時発売を申請する革新的医薬品

の発明専利について、国務院は専利権の期

限を延長することを決定することができ、

ただし延長期間は５年を超えてはならず、

を改善するために明らかに有益である。

編集者：趙岩

業務分野

化学、化学工学、生物医学材料、薬物化学、電

革新的医薬品が発売された後の総有効専利

権期間は14年を超えてはならないという規

定を追加した。

意匠専利権の保護期間の延長に関して、

一方では、意匠専利制度を有するいくつか

気化学、化粧品、造紙技術及び冶金技術など、

化学、医学、生物学分野の特許出願書類の作成、

拒絶理由通知書の応答、無効審判及び訴訟業務。

趙岩は200 4年に河北師範大学化学学院を卒業し、

学士学位を取得しました。200 7年に厦門大学化

学 学 院 を 卒 業 し 修 士 学 位 を 取 得 し ま し方では、意匠専利制度を有する く か

の大国及び地域に比較べ、現在、中国の意

匠の保護期間が比較的に短く、他の国は15

年、25年にも達しているのに対し、他方で

は、一部の高レベルの設計製品の周期が比

較的長く、なお一部の一流の設計には長い

保護期間が必要であり、すなわち一般公衆

学 学 院 を 卒 業 し 、 修 士 学 位 を 取 得 し ま し

た.20 0 9年1 1月から北京パナウェル特許事務所

に加入しました.

にその製品のイメージを長期に亘って理解

させ、ブランド、イメージ、設計の存続を

促進するために、一般公衆のこのような需

要に応じて、保護期間を調整した。

革新的医薬品の保護期間の延長に関して

は、革新的医薬品の発売審査承認期間を補

償することが直接的な理由となる。革新的

医薬品発明専利の保護期間の延長条件とし

ては、関連する革新的医薬品が「中国境内

外で同時発売を申請する」ことである。革

新的医薬品専利の保護期間の補償的延長は、

より多く 革新的医薬品発明専利権者が中より多くの革新的医薬品発明専利権者が中

国で革新的医薬品の同時発売を申請するよ

うに引き付けるであろう。これは国民健康

12 泛 華 偉 業 知 識 産 権 |  季 刊 情 報 誌



2 0 1 9 年 4 月 | 季 刊実務 動向

現行の『専利法』第６８条には 専利権侵害の

専利権侵害の損害賠償及
び訴訟時効

た『中華人民共和国専利法（改正案草案）』

では訴訟時効を「３年」に修正することが

提案されているという事実を考慮して、本

文では「３年」を検討する。

1 権利者が訴訟時効成立前に提訴する場合 提訴現行の『専利法』第６８条には、専利権侵害の

訴訟時効を２年とし、専利権者又は利害関係者が

侵害行為を知った日又は知り得た日から起算する

と規定している。発明専利出願の公開から専利権

の付与までの間に当該発明を使用し、妥当な使用

料を支払わない者に対し、専利権者が使用料支払

いを要求する訴訟時効は２年とし、他人がその発

1 .権利者が訴訟時効成立前に提訴する場合、提訴

時に関係する権利侵害行為が継続しているか否か

に関わらず、

a)発明専利：権利者は、発明専利出願の公開から

専利権の付与までの間の妥当な使用料、及び専利

権が付与された後に、かつ専利権の保護期間内に

実施された全ての権利侵害行為が権利者にもたらを要求する訴訟時効は 年と 、他人 そ 発

明を使用していることを専利権者が知り又は知り

得た日から起算する。但し、専利権者が専利権の

付与日前にそれを知り又は知り得たときには、専

利権の付与日から起算する。同時に、『最高人民

法院による専利紛争案件審理の法律適用問題に関

する若干規定（２０１５改正）』第２３条による

実 権利侵害行為 権利者

した損失を主張できる。

b)実用新案及び意匠：権利者は、専利権が付与さ

れた後に、かつ専利権の保護期間内に実施された

全ての権利侵害行為が権利者にもたらした損失を

主張できる。

と、権利者が２年を過ぎてから提訴するときであ

って、権利侵害行為が提訴時にも依然として継続

しており、当該専利権が有効期間内にあるときは、

人民法院は、被告に対して権利侵害行為を差止め

る判決を下さなければならない。権利侵害に対す

る損害賠償の金額は、権利者が人民法院に提訴し

た日から２年間を遡って推算しなければならない

2.権利者が訴訟時効成立後に提訴する場合

a)提訴時に関係する権利侵害行為が既に停止した

場合、

ⅰ 発明専利：権利者が主張する発明専利出願の公

開から専利権の付与までの間の妥当な使用料及び

権利侵害行為に対する損害賠償の請求に対して、

法院は支持しないた日から２年間を遡って推算しなければならない。

上記の法律及び司法解釈の規定から、専利権侵

害案件において、権利者が主張できる権利侵害に

対する損害賠償の金額は、訴訟時効成立前に提訴

したか否かに密接に関連していることがわかる。

以下では、権利者が権利侵害に対して損害賠償を

法院は支持しない。

ⅱ 実用新案及び意匠：権利者が主張する権利侵害

行為に対する損害賠償請求に対して、法院は支持

しない。

b)提訴時に関係する権利侵害行為が依然として継

続している場合、

ⅰ発明専利：発明専利出願の公開から専利権の付

主張できる範囲の様々な状況について逐次検討す

る。２０１９年０１月０４日から２０１９年０２

月０３日にかけてパブリックコメントが募集され

13

与までの間の妥当な使用料に対する権利者の請求

に対して、法院は支持しない一方、専利権付与後

の権利侵害行為について、提訴日から遡って３年
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間において権利侵害行為が権利者にもたらした損

失のみを追及できる。

3.発明専利出願と実用新案専利出願が同日に出願

された場合は、提訴された権利侵害者の権利侵害

行為が継続的な行為であるケ スが多いので そ

め、このとき発明専利権の付与後の権利侵害行為

については、発明専利権の付与時に権利者が当該

権利侵害行為を既に知っていたと判断され、すな

わち該案件の訴訟時効は発明専利権の付与時から

起算すべきであると考えられる。

ⅲ提訴時に発明専利権が既に付与された場合 権行為が継続的な行為であるケースが多いので、そ

の権利侵害行為の継続中に専利権が重複付与され

ることを避けるために実用新案専利権が放棄され

るとともに発明専利権が付与されるという状況が

発生する可能性があり、したがって、その場合、

若干複雑になる。

a)専利権者が訴訟時効成立前に実用新案専利に基

ⅲ提訴時に発明専利権が既に付与された場合、権

利者は、同時に該発明専利に基づいて専利権侵害

訴訟を提起することを選択でき、このとき２つの

訴訟がいずれも訴訟時効成立前に提起され、した

がって、権利者は、実用新案専利権が付与された

後に、かつ専利権の保護期間内に実施された権利

侵害行為が権利者にもたらした損失、及び発明専)専利権者 訴訟時効成 前 実用新案専利

づいて権利侵害訴訟を提起する場合、

ⅰ提訴時に発明専利権がまだ付与されず権利侵害

行為が発明専利権の付与日まで継続しない場合、

権利者は、実用新案専利権に基づいて該実用新案

専利権が付与された後に、かつ専利権の保護期間

内に実施された全ての権利侵害行為が権利者にも

侵害行為 権利者 損失、及 発明専

利出願の公開から専利権の付与までの間の妥当な

使用料及び専利権が付与された後に、かつ専利権

の保護期間内に実施された全ての権利侵害行為が

権利者にもたらした損失を同時に主張することが

できる。

b)専利権者の提訴時に既に実用新案専利に基づい

たらした損失のみを主張できる。

ⅱ提訴時に発明専利権がまだ付与されていないが

権利侵害行為が発明専利権の付与後まで継続した

場合、発明専利権が付与された後、実用新案専利

権が放棄されて失効になるので、発明専利権の付

与後の権利侵害行為を追及するために、権利者は、

発明専利に基づいて新規に専利権侵害訴訟を提起

て権利侵害訴訟を提起する訴訟時効が成立し、か

つ訴訟時効の起算時間が発明専利権の付与前にあ

る場合、

ⅰ提訴時に関係する権利侵害行為が既に停止した

場合、

1.関係する権利侵害行為が発明専利権の付与時に

既に停止した場合 権利者が主張した実用新案専発明専利に基づいて新規に専利権侵害訴訟を提起

し、かつ発明専利出願の公開から専利権の付与ま

での間の妥当な使用料、及び専利権が付与された

後に、かつ専利権の保護期間内に実施された全て

の権利侵害行為が権利者にもたらした損失を主張

できる。なお、発明専利に基づいて提起された専

利権侵害訴訟は別の権利に基づいて提起されたも

既に停止した場合、権利者が主張した実用新案専

利に基づく権利侵害に対する損害賠償請求に対し

て、法院は支持しないが、このとき依然として発

明専利権の付与日からの３年間内であり、かつ関

係する権利侵害行為が発明専利出願の公開後まで

継続された場合、権利者は、依然として発明専利

に基づいて訴訟を提起して発明専利出願の公開か

のであるので、依然として訴訟時効の計算問題が

あ、るが、当該訴訟が依然として同一の権利侵害

者の継続的な権利侵害行為に関するものであるた
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ら専利権の付与までの間の妥当な使用料を主張す

ることができる。

2.関係する権利侵害行為が発明専利権の付与時に
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も依然として継続している場合、

a)このとき発明専利権の付与日からの３年間内に

ある場合、権利者は、発明専利権に基づいて訴訟

を提起し、かつ発明専利出願の公開から専利権の

付与までの間の妥当な使用料、及び発明専利権が

付与された後に か 専利権の保護期間内に実施

はが支持しない。

ⅱ提訴時に関係する権利侵害行為が依然と

して継続している場合、権利者は、発明専

利に基づいて提訴日から遡って３年間にお

いて権利侵害行為が権利者にもたらした損

失のみを追及できる付与された後に、かつ専利権の保護期間内に実施

された権利侵害行為が権利者にもたらした損失を

主張する。

b)このとき発明専利権の付与日からの３年間を超

えた場合、権利者が主張した発明専利出願の公開

から専利権の付与までの間の妥当な使用料、及び

実用新案専利及び発明専利に基づく権利侵害行為

失のみを追及できる。

出願する際に発明者氏
名の表示の仕方、及び
出願後に発明者の変更

実用新案専利及 発明専利 く権利侵害行為

に対する損害賠償請求に対して、法院は支持しな

い。

ⅱ提訴時に関係する権利侵害行為が依然として継

続している場合、

1.このとき依然として発明専利権の付与日からの

３年間内にある場合、権利者は、発明専利権に基

中国へ出願する際は、発明者のお名前及び第一発

明者の国籍を願書に記載しなければなりません。

第一発明者の国籍が中国大陸である場合、その身

分証明書の番号も記載する必要があります。外国

に住んでおり、身分証明書が失効になった中国人

づいて訴訟を提起し、かつ発明専利出願の公開か

ら専利権の付与までの間の妥当な使用料、及び発

明専利権が付与された後に、かつ専利権の保護期

間内に実施された全ての権利侵害行為が権利者に

もたらした損失を主張することを選択できる。

2.このとき発明専利権の付与日からの３年間を超

えた場合 権利者は 発明専利に基づいて提訴日

は、パスポートの番号を記載しパスポートの写し

を提出しても良いです。

発明者のお名前を中国大陸の漢字（簡体字）で表

記しなければなりません。その発明者の表示の基

準として、身分証明書上又はパスポート上の氏名

と一致しなければなりません 発明者の国籍が外えた場合、権利者は、発明専利に基づいて提訴日

から遡って３年間において権利侵害行為が権利者

にもたらした損失のみを追及できる。

c)専利権者の提訴時に実用新案専利に基づいて権

利侵害訴訟を提起する訴訟時効が成立し、かつ訴

訟の時効の起算時間が発明専利権の付与日又はそ

の後にある場合、

と 致しなければなりません。発明者の国籍が外

国である場合、苗字の発音を中国漢字で記載し、

下の名前はアクロニムで記載するか又はその発音

を中国漢字で記載しても良い。なお、漢字を使用

する国（例えば、日本、韓国、中国香港、澳門、

台湾など）の発明者の氏名又は名称は、原則とし

て、漢字を記載します。

ⅰ提訴時に関係する権利侵害行為が既に停止した

場合、権利者が主張する発明専利の使用料及び権

利侵害行為に対する損害賠償請求に対して、法院
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また、発明者が誤って記載されていて、特許出願

後に発明者の氏名を変更したいという場合には、
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発明者より署名された声明及び身分を証明できる

パスポートの写しなどを提出することにより、発

明者の変更することができます。

なお、特許出願後に、発明者を追加又は削除した

い場合 下記書類の提出が要求されていますい場合、下記書類の提出が要求されています。

①全ての出願人及び発明者により署名された声明

②変更後の発明者より発明の実質的特徴に対して

創造的な貢献がなされた証拠

③全ての発明者の身分証明書（例えば、パスポー

ト））

④「声明を提出する発明者が当該発明の実質的特

徴に対して創造的な貢献をした発明者全体であり、

提出した書類が真実で、中国法の規定に符合し、

不実がある場合には出願人及び発明者がそれに応

じた法律責任を負い、一切の結果に責任を持つ」

という旨の宣誓

最近、中国知的財産権局は発明者の追加又は削除

に対する審査が厳しくなり、原則として、一回だ

けの変更が認められています。
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許峰氏が会社のパートナーへの
昇格

当社管理委員会の考察、推薦を経て、許

峰氏が２０１９年２月２８日に職務報告を

業し、修士号を取得した。

金丹氏は１９９６年～１９９９年に北京聯

想系統集成有限公司でソフトウェア開発に

携わり、２００１年～２００５年に日本Ｃ

行い、パートナー全体により評議した結果、

パートナー大会で了承され、２０１９年３

月１日から非株式パートナーになりました。

ＹＢＥＲＣＯＭ株式会社でシステムエン

許峰氏が２００６年に熱エネルギー・動

力工程専攻で華中科技大学を卒業し、工学

の学士号を取得し、２００８年に動力機械

工程専攻で華中科技大学を卒業し、工学の

ジニアとして勤務して、２００５年～２０

０８年に日本東京のある国際特許事務所に

勤務し、専利出願書類の作成に携わり、２

００８年～２０１５年に北京のある知識産

権代理有限公司で日本部マネージャー、東

京常駐代表を務め、２０１５年に日本金聯

修士号を取得し、２００８年～２０１５年

に国家知識産権局専利審査協作中心で専利

審査員を務め、２０１５年～２０１７年に

北京市磐華法律事務所で専利代理人、弁護

士を務め、２０１７年に北京泛華偉業知識

産権代理有限公司に入社した。

特許業務株式会社を設立した。

金丹氏は、電気分野で国内外専利代理業

務経験が１５年近くあり、特に通信、ネッ

トワーク技術、コンピュータ技術、デジタ

ルマルチメディア技術、自動制御等の分野

金丹氏がパートナーとして入社

金丹氏が２０１８年年末パートナーとし

て入社した。

金丹氏が 年 清華大学電機 程

の専利代理業務が得意である。

金丹氏は、韓国語、中国語、日本語及び

英語に堪能である。長い間日本で働いて暮

らしてきたので、日本の文化や仕事のスタ

イ ルになじ み、日本 の顧客と 効果的に コ

ミ ケ シ ンを取り顧客の ズを正金丹氏が１９９６年に清華大学電機工程

系を卒業し、学士号を取得し、２００１年

に電子工学部通信専攻で韓国仁荷大学を卒
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ミュニケーションを取り顧客のニーズを正

確に理解し処理することができる。
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